
平成 18 年 3 月期  第１四半期財務・業績の概況（連結） 平成17年8月8日

上場会社名 西日本鉄道株式会社 （コード番号：9031 　東証第1部・大証第1部・福証）

（ＵＲＬ　http://www.nishitetsu.co.jp/） 

代表取締役社長 長　尾　亜　夫

広報室広報課長 田　川　真　司 ＴＥＬ：（092）734-1217 

１．四半期財務情報の作成等に係る事項

①会計処理の方法における簡便な方法の採用の有無 ： 無

②最近連結会計年度からの会計処理の方法の変更の有無 ： 無

③連結及び持分法の適用範囲の異動の有無 ： 有 （持分法　（除外）　1社）

２．平成18年3月期第１四半期財務・業績の概況（平成17年4月1日　～　平成17年6月30日）

(1)経営成績（連結）の進捗状況 (記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しています。)

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

円 銭 円 銭

1.売上高、営業利益等におけるパーセント表示は、対前年同四半期増減率

2.潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載していません。

［経営成績（連結）の進捗状況に関する定性的情報等］

鉄ホーム」等戸建住宅、土地あわせて54区画を販売しました。

ター」を新設したほか、ホテル業において、ビジネスホテル「西鉄イン新宿」の営業を開始しました。

　その他の事業では、自動車製造業においてバス車体製造の受注が増加しました。

8百万円、四半期純利益は25億8千4百万円となりました。

都市圏バス全線フリー定期券「得パス」の発売等利便性と収益性の向上に努めました。

不動産業では、不動産分譲業において、「サンリヤン」シリーズ等の分譲マンション43戸を販売するとともに、「西

2,584

1,309

　当第１四半期の業績（連結）は、次のとおりです。

運輸業では、高速バス（福岡～小倉線）と鉄道（天神大牟田線）の連絡乗車券「福北きっぷ」の発売や、北九州

潜在株式調整後

１株当たり四半期

（当期）純利益

97.322.5

18年3月期第１四半期

―

―

以上の結果、当第１四半期の売上高は749億8千2百万円、営業利益は44億4千4百万円、経常利益は43億6千

17年3月期第１四半期

2.5

4,284

8.6

―

3,629

13,891

売  上  高

4,44418年3月期第１四半期

17年3月期第１四半期

(参考)17年3月期

経  常  利  益

１株当たり四半期
（当期）純利益

37.4

13.93,179

4,36874,982 1.9

6.53

315,902

73,616

(参考)17年3月期

純　利　益

△ 0.3

営  業  利  益

レジャー・サービス業では、利用運送事業（航空貨物事業）において、国際物流倉庫「りんくうロジスティクスセン

 (注)

10.64

代 表 者

問合せ先責任者

3.31

11,823

四半期（当期）

　流通業では、店舗改装を行うなど、効率化と集客力の強化を図りました。

(財)財務会計基準機構会員
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(2)財政状態（連結）の変動状況

百万円 百万円 ％ 円 銭

［財政状態（連結）の変動状況に関する定性的情報等］

３．平成18年3月期の連結業績予想（平成17年4月1日　～　平成18年3月31日）

百万円 百万円 百万円

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期） 20円20銭

［業績予想に関する定性的情報等］

連結業績予想につきましては、平成17年5月19日に公表した内容に変更はありません。

※上記の業績予想は、発表日現在で入手可能な情報に基づき作成したものです。

実際の業績は、今後様々な要因によって予想数値と異なる可能性があります。

【参考】個別情報
平成18年3月期第１四半期財務・業績の概況（平成17年4月1日　～　平成17年6月30日）

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

百万円 百万円

平成18年3月期の個別業績予想（平成17年4月1日　～　平成18年3月31日）

百万円 百万円 百万円 円　銭 円　銭 円　銭

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）  12円62銭

［業績予想に関する定性的情報等］

個別業績予想につきましては、平成17年5月19日に公表した内容に変更はありません。

※上記の業績予想は、発表日現在で入手可能な情報に基づき作成したものです。

実際の業績は、今後様々な要因によって予想数値と異なる可能性があります。

総  資  産

30,461

98,118403,802

31,471

39.84,486 3,239

売  上  高

(参考)17年3月期

320,600

403,336

円減少し、1,626億9千9百万円となりました。

営  業  利  益

18年3月期第１四半期

428,05017年3月期第１四半期 22.4

78,508

79,768

株  主  資  本

総  資  産

4,038億2百万円となりました。また、有利子負債につきましては、借入金返済により、前期末に比べ3億3千9百万

8,000

3,500

33.0

株  主  資  本

18年3月期第１四半期 △ 3.2

323,006(参考)17年3月期

2.1 3,403

3,254

2,716

17年3月期第１四半期

18年3月期第１四半期

129,317 7,718

342,923

319,158

78,080

17年3月期第１四半期

通 期

(参考)17年3月期

24.1

95,744

6,200

当第１四半期末においては、総資産は現金及び預金の増加等により、前期末に比べ4億6千5百万円増加し、

24.3

244.86

241.66

した。

247.76

19.8

株主資本比率

経  常  利  益
四半期（当期）
純　利　益

１株当たり

株主資本

41.8

7,077

32.6

当期純利益経　常　利　益売　上　高

97,046

2.50

中 間 期 151,300

―

経常利益

3,549

2,317

31.8

14,600

1株当たり年間配当金
中間

通 期 131,600

株主資本は、四半期純利益の増加等により、前期末に比べ10億7千2百万円増加し、981億1千8百万円となりま

中 間 期 62,400 4,800 2,700

5.00

売　上　高

9,000 5,000

期末

2.50

―

―

当期純利益

2



[添　付　資　料]

要　約　連  結  貸　借　対　照　表

構成比 構成比 構成比

(　 資　 産　 の　 部　 ） 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 百万円 ％

流　   動　   資　   産 105,483 26.1 103,377 25.6 2,105 109,537 25.6

32,854 27,412 5,442 35,433

28,453 35,100 △ 6,647 27,381

35,491 33,820 1,671 37,608

8,683 7,044 1,639 9,114

固     定     資     産 298,318 73.9 299,958 74.4 △ 1,640 318,512 74.4

250,772 251,357 △ 585 268,575

4,432 4,282 149 3,744

43,114 44,318 △ 1,204 46,192

403,802 100.0 403,336 100.0 465 428,050 100.0

流     動     負     債 119,034 29.5 118,022 29.3 1,012 135,464 31.7

32,364 39,781 △ 7,417 29,740

51,922 50,614 1,307 52,892

34,748 27,626 7,121 52,831

固     定     負     債 184,922 45.8 186,561 46.2 △ 1,638 195,334 45.6

110,777 112,424 △ 1,647 120,210

52,204 51,727 476 52,044

21,941 22,409 △ 468 23,079

303,957 75.3 304,583 75.5 △ 626 330,799 77.3

1,725 0.4 1,705 0.4 19 1,505 0.3

98,118 24.3 97,046 24.1 1,072 95,744 22.4

403,802 100.0 403,336 100.0 465 428,050 100.0

(注) 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しています。

科 目

当 第 1 四 半 期 末 前 期 末

(平成17年3月31日現在)(平成17年6月30日現在)

金 額 金 額

[参考]前第1四半期末

(平成16年6月30日現在)

金 額

増 減 金 額

そ の 他 の 流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

投 資 そ の 他 の 資 産

有 形 固 定 資 産

受 取 手 形 及 び 売 掛 金

無 形 固 定 資 産

た な 卸 資 産

そ の 他 の 固 定 負 債

長 期 借 入 金 ･ 社 債

預 り 保 証 金

( 負 債 の 部 )

負 債 、 少 数 株 主 持 分
及 び 資 本 合 計

負 債 合 計

資 本 合 計

資 産 合 計

少 数 株 主 持 分

支 払 手 形 及 び 買 掛 金

短期借入金･１年以内償還社債

そ の 他 の 流 動 負 債

( 資 本 の 部 )

( 少 数 株 主 持 分 )
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要　約　連　結  損　益　計　算　書

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

74,982 100.0 73,616 100.0 1,366 1.9 315,902 100.0

70,538 94.1 69,987 95.1 551 0.8 302,010 95.6

65,140 64,317 823 279,953

5,397 5,669 △ 271 22,056

4,444 5.9 3,629 4.9 814 22.5 13,891 4.4

701 0.9 437 0.6 263 60.3 1,434 0.4

776 1.0 887 1.2 △ 110 △ 12.5 3,503 1.1

4,368 5.8 3,179 4.3 1,189 37.4 11,823 3.7

43 0.1 561 0.8 △ 518 △ 92.3 23,648 7.5

76 0.1 888 1.2 △ 811 △ 91.4 26,401 8.3

4,334 5.8 2,852 3.9 1,481 51.9 9,070 2.9

3,116 4.2 2,867 3.9 248 8.7 5,753 1.8

△ 1,421 △ 1.9 △ 1,349 △ 1.8 △ 71 － △ 1,136△ 0.4

55 0.1 25 0.0 30 121.2 169 0.1

2,584 3.4 1,309 1.8 1,274 97.3 4,284 1.4

(注) 1.記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しています。

(注) 2.百分比は、営業収益を100とする比率です。

科 目

運 輸 業 等 営 業 費
及 び 売 上 原 価

金 額 百分比金 額 百分比

至  平成16年 6月30日

前 第 1 四 半 期

自  平成17年 4月 1日 自  平成16年 4月 1日

[参考]前期

自  平成16年 4月 1日

至  平成17年 3月31日

金 額 率

増 減

金 額 百分比

至  平成17年 6月30日

当 第 1 四 半 期

少 数 株 主 利 益

四 半 期 ( 当 期 ) 純 利 益

営 業 外 費 用

税金等調整前四半期(当期)純利益

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 調 整 額

特 別 利 益

特 別 損 失

営 業 収 益

営 業 費

営 業 利 益

経 常 利 益

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

営 業 外 収 益
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事業の種類別セグメント情報

当 第 1 四 半 期 （自 平成17年4月1日  至 平成17年6月30日） （単位  百万円）
ﾚｼﾞｬｰ･ その他の 消去又は
ｻｰﾋﾞｽ業 事    業 全    社

24,963 18,147 9,277 21,946 10,055 84,389 (9,406) 74,982

22,927 17,701 7,450 21,851 9,961 79,890 (9,351) 70,538

2,036 446 1,826 95 93 4,499 (55) 4,444

前 第 1 四 半 期 （自 平成16年4月1日  至 平成16年6月30日） （単位  百万円）
ﾚｼﾞｬｰ･ その他の 消去又は
ｻｰﾋﾞｽ業 事    業 全    社

25,648 18,469 8,899 21,309 8,088 82,416 (8,799) 73,616

24,052 18,093 7,222 21,181 8,270 78,819 (8,832) 69,987

1,596 375 1,677 128 △182 3,596 32 3,629

(注) 1.記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しています。
　   2.事業区分の方法

日本標準産業分類をベースに、経営の多角化の実態が具体的かつ適切に開示できるよう、事業を区分
しています。

　   3.各事業区分の主要な事業内容
運 輸 業 　鉄道事業、バス事業等を行っています。
流 通 業 　ストア業、石油製品販売業、フォークリフト販売業等を行っています。
不 動 産 業 　不動産賃貸業、不動産分譲業、不動産管理業を行っています。
レジャー･サービス業 　利用運送事業、ホテル業、広告代理店業等を行っています。
そ の 他 の 事 業 　整備・解体・修理業、自動車製造業、電気工事業等を行っています。

　   4.当第1四半期及び前第1四半期における営業費は、全額各セグメントに配賦しており、消去又は全社の
　     項目に含めた配賦不能営業費はありません。

計 連   結

計 連   結

不動産業運 輸 業

運 輸 業

セ　グ　メ　ン　ト　情　報

営 業 費

営 業 利 益

営 業 収 益

営 業 費

営 業 利 益

営 業 収 益

流 通 業 不動産業

流 通 業
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